
別紙様式（第６条関係）

1 事業概要

（背景または現状（社会環境））

（県民ニーズの状況)

（目的）

（施設整備後の維持管理方法）

事 業 年 度 開始 終了

事 業 名

年度 年度
事 業 費
（単位：百万円）

全 体
年　　　　度　　　　内　　　　訳

担当部局課係

年度

施 工 箇 所

国 費
財 源
（単位：百万円）

県 費

その他

大 規 模 建 設 事 業 事 前 評 価 表

内 線

年度 年度

事業実施の背景
及 び 目 的

事 業 内 容
（整 備内 容 ）

年間維持管理経費



□大きく貢献する □貢献する □あまり貢献しない
(理　由）

2 必要性

□県以外に実施できない □国･市町村で実施可能 □民間で実施可能
(内　容)

第５次愛媛県
長 期 計画に
おける位置付け

政 策

誇れる愛媛評価
指 標

政策への
貢献度

県が実施する
必 要 性

事業を必 要
とす る理 由

今 後 の整 備
スケジュール

これ ま での
取 組 状 況

（政策的側面）

目 標 値 実 績 値 達 成 率

（事業を行わない場合の問題点）

（代替方法の検討状況）



3 有効性

□高い □普通 □低い
(理　由）

便益の内容及び額 費用の内容及び額

□大きい □普通 □小さい □ない □考慮していない
□配慮している □配慮していない

(内　容）

影 響
配 慮

費用対効果分析

事 業 効 果

自然環境への
影響及び配慮

事業効果実現
の可能性及び
障害となる要因

経済波及効果

費用便益比 （便益／費用 ）

具体的に数値で示すことのできるもの（定量的効果） 具体的に数値で示すことのできないもの（定性的効果）

利 用 者 数



4 効率性

5 緊急性

有の場合はその内容、無及び不明の場合はその理由
□有

□無

□不明

6 その他事業実施に当たり特記すべき事項

今、事業に着手
しない場合に
生 じる影 響

今、事業に着手
することによる
経 費 削 減
の 可 能 性

事業費縮減策

維持管理経費
縮 減 策



7 第一次評価　（事業担当部局の評価）

□事業着手 □先送り □計画の見直し □休止･中止

8 第二次評価　（行革分権課の評価）

□事業着手 □先送り □計画の見直し □休止･中止

7


